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新 しいソ連会計士団体の設立 とその基調
EstablismentofTheNewSovietAccountant'sAssociationand
ItsBasicConditions
森 章
1)
本 誌の前号 で既 に紹 介 した ように,1989年12月8日,ソ ビエ ト会計 士 の 自発
的,自 主 的 な 社 会 組 織 で あ る ソ 連 邦 会 計 士 .団体(Acco"vaau"H
6yxFanTepoBCCCP,略してABCCCP,以 下 たん にABと い う)が 正式 に設
立 した。 こ の 日,ソ 連 の 独 立 採 算 制 の 研 究 で 名 高 い タ ト ゥー ル(C.K.
TaTyp)教授 の 名前 が付 い てい るモ ス ク ワ大学 の経 済 学部 の 講堂 に,殆 どの
各 共和 国か ら164人の代 議員 と187人の各界 か らの代表 者(省 か ら44人,企 業 か
ら57人,大 学 ・科 学研 究 機 関 か ら77人,出 版 界 か ら9人)が 結 集 して,AB
の設立 大会が 開催 され た。
当 日,当 時 まだ ソ連 邦 大蔵 大 臣 で現 在 は連 邦 政 府首 相 とな ったパ ー ヴロ フ
(B.C.1'laBnoB)かち の大会 宛 の メ ッセ ー ジが まず披露 され,全 ソ連 邦経 済
協 会(Bcec硯03HoegKoHoMIlqecKoeo血忙cTBo,略してB30)代 表 者 か らの
挨拶 が な され た後,88年ll月にA6設 立準備 のため の組織 ビ ュー ロー代表者 に
就 任 した モ ス クワ大 学教授 シエ レメ ッ ト(A.八.ll]epeMeT)によ る基 調報 告
が行 われた。つ いで大 会 に出席 した代 議員 が討 議 に加 わ り,多 くの代議 員か ら
ソ連 にお け る会計 と管 理 の改 善 に とってABの 設立 の意 義 は大 き く,よ ってそ
の設 立 を支 持 す る 旨の発 言が な され た。 さ らにABの2つ の定款 草案 が審議 さ
れ た。1つ は,組 織 ビュー ローが提 案 した草案で あ り,も う1つ は,提 示 した
そ の草案 に寄せ られ た さま ざまな意 見 を考 慮 して修 正 された草 案 であ る。 草案
の審 議 は慎 重 に時 間 をか けて行 われ,各 項 目を検討 した。発 言者 の多 くは後者
の草 案 に一致 して賛 同 し,若 干 の訂正 を施 されて,そ れがABの 定款 と して承
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日本公認会計士協会でのシエレメット氏(前列左側)
認 された。そ して大会は第1回 ソ連邦会計士団体代表者会議の決議文 を採択 し
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て閉会 した。
そ こで本稿では,こ うしたソ連邦会計士団体設立大会の内容 を紹介 しなが ら,
ペ レス トロイカの もとでの ソ連会計学界の動向 を明 らかに したい。
1代 表者シエレメットの基調報告
A6の 設立 につ いて,『会計』誌は,「ソビエ ト会計人はこの 日を以前か ら鶴
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首 して い た」 とか,「 社 会経 済 生 活 で重 要 な 出来 事 が生 じた ……20年代 と30年
代 初 頭 に 活躍 した 会 計担 当 者 連 合(06ユ・e朋llellレiepa6()THmi〈oByqeTa,略し
てOpy)や そ の他 の 会計 人の 社 会 団体 が な くな った後,わ れ わ れ は 自分 達 の
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組織 を持 つことがなか ったか らであ る」 と報 じ,A6の 結成 を力強 く支持 し祝
福 している。だが,こ うした明るい歓迎がある一方で,揺 れ動 くペ レス トロイ
カを反映 してか,シ エ レメ ットは暗 く厳 しい現状 をまず初めに指摘 しつつ,つ
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ぎの ような報告 を している。
会計 と管理についての レーニ ンの考 えを充分に生か され なかったペ レス トロ
イカ以前 と異なって,現 在,会 計の持 つ社会性 は根本的に変化 したが,残 念な
が ら,ソ 連会計 はい まだ改善 されていないだけでな く」 む しろ反対 に悪 くな っ
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て さえいる。会計 と管理 を軽視す る傾向か ら,1)会 計責任者に とって遂行す
べ き統制機能 を果たす機構がで きていない,2)国 家か らの官庁統制の緩和が
ヤ ミ経済 を横行 させ ている,3)会 計報告書の著 しい削減が経営余力の摘発や
均衡的な経済発展の調整 を困難に している,4)管 理の民 主化,企 業経営の自
主性の拡大,一 連 の経済法の制定が な されている中で,企 業の会計責任者の職
務が まだ未決定である,5)省 や企業での会計部署の誤 った縮小が経済活動 を
乱 し,財 産の横 領 を起 こ している。加 えて,か つての戦時共産主義期にみた財
の直接的分配論か ら商品生産 と市場 の全面的復活論 までの,社 会主義における
会計 と管理の レーニ ンの考 えを本質的に変更 しようとす る理論 もあ らわれて き
　 タ
ている,と い う。
経済のペ レス トロイカの過程で生 じたこうした厳 しい現状 を指摘 した後,シ
エ レメッ トは,経 済管理機構 の改革,社 会経済生活の民主化,商 品 ・貨幣関係
と独立採算制の発展はABの 結成 を必要 とさせ,強 度の中央集権的で行政 ・指
令的な計画経済か ら経済の主要な環であ る個 々の企業の自主性 の発展への道が
ペ レス トロイカであ り,そ の過程で会計 と管理は ます ます重要にな りつつあ り,
今後,A6の 果たす役割 は極めて大 きい とい う。 そ して続 けて,ABの 活動範
囲 を決定するには,会 計 とその職業の概念 を明確 にす る必要があるとして,つ
、 乙)ぎのよ
つにい つ。
ソ連で はこれ まで,会 計の概念の中に管理,監 査,経 営分 析 を伝統的に含め
ていた。 しか し国際的にみる と,会 計の概 念は広 く,そ の中に簿記,財 務会計,
管理会計,原 価計算 と原価管理,経 営分析,意 思決定 と業績評価,監 査,税 務
会計な どを包摂 している。そこで,こ うした会計 の広義の概念 をABの 活動分
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野 に し,こ の分野で活動で きる要員 を養成 しなければな らない。 よって,西 側
の諸国には,学 者 ・研究者 を中心 とした会計学会や実務家 を中心 とした会計士
協会がある として も,ソ 連では,職 業的特色 と地域的特色でABを 組織 し,・そ
こへ研究者 も実務家 も,A6の 定款 に賛同 した人びとが参加するように した,
とい う。
ついで,シ エ レメ ッ トはABの 目的,課 題,活 動 について,つ ぎの ような報
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告 を した。
今 日広 くソビエ ト会計 人が連合す るこ とは,ソ 連経 済のペ レス トロイカのた
め に,会 計戦線のすべての人び とを動員す ることであ り,そ の活動 は生産 を集
約化 した経済メカニ ズム と社会主義再生産のすべ ての要因の創出 にむけるこ と
にある。経済改革 は会計 を必要 としてお り,会 計 は経済改革に貢献 しなけれ ば
ならない。会計の機 能 を高める ことな しに,経 済改革 は不可能で ある。会計 を
通 してペ レス トロ イカに一定の協 力 をす ることが,会 計 人 を結集 した 目的の1
つである。
ABの 重要な活動方針 の1つ はt'会計職業の威信 を高め るこ とにあ る。 この
ためには,社 会主義財産の保全,資 源の効率的利 用において会計 職務 を果 たす
ことで,ABの 会員 の職業 を保障 し,そ の物質的利益 を法的に認知 させ る。今
後の新 しいソ連経済運営 に適合 した会計責任者,会 計担 当者,監 査人 などの新
しい地位 も確立 させ る。労働集団の メンバ ーと して,ま た社会の コ ン トローラ
ーの一員 と して,会 計士,監 査 人の社会的 な規程 をつ くってい くことも必 要で
あ る。会員に対 し会計業務 を援助 しその利益 を保護す ること,企 業 な どへ適切
な会計責 任者 を推薦す ること,会 計上の諸問題でのコ ンサ ル タン トと して活躍
をす ることな どであ る。 さらに,重 要 な活動方針の もう1つ は,会 計,管 理,
経営分析 の科学の発展 に貢献 してい くことであ る。今 日,こ れ らの科学研究は
個 々の大学や科学研究所で 自由に同等 に行われてい るが,そ れは相互 に関連 な
く孤立 して究明 してい る。研究成果 は各人の学位論文 として発表 されてお り,
それは会計,管 理,経 営分析 の実務の改 善に必ず しも役立 っていない。そ こで,
ABは,科 学研 究 の相 互協力,研 究 成果 の集約 と国際 的 レベ ルに照 ら しての
その評価,独 立採算制 グループによる共同研究 を行 うこ とに したい。 また今後
の可能性 として,独 自の学位審査会議 を持 つこと,政 府への会計上の諸問題 に
ついての具申を行 うこともしてい くことになろ う。
ABの 重要 な課題の1つ は,会 計 要員の資格向上 とi養成であ る。A6は,会
計要員の資格 の要件 を検討 した り,一 般教育 を受 けた若い人のため に独立採 算
制の学級網 を創設 した り,現 役 の会計責任者 な どの研 修 を積極 的にすすめてい
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くことにす る。と同時 に,経 理の知識 を広めることも重要 な課題である。すべ
ての会計人の共通の財産であ る経理知識の普及 は,モ スクワ,レ ニ ングラー ド
などで既 に行われているように,当 団体が設置 したコ ンサル ダン トのセ ンター
やクラブ を通 して行 うことを計画 している。会計人相互の知識の交流 だけでな
く,企 業の労働集団や管理職員の中に経理知識 を普及 させてい く必 要もある。
出版活動 も積極 的にすすめなければな らない。多 くの会員はABの 独 自の定期
刊 行物 を持 つことを提案 している。既存の 『会計』誌 はソ連邦大蔵省か ら発行
されているが,こ の雑誌 は大蔵省 とA6の 共同の もの またはABの もの とな り
つつあ る。
ABに とって主要 な問題 は,ソ 連における会計監査制度 を確立 させ ることで
ある。 われわれは,独 立採算制の監査法人を設置 し,こ の組織が国有企業,協
同組合,賃 貸借企業,株 式会社,外 国資本 との合弁企業 などに対 して会計監査
す る権 限を持 つことになろ う。この場合,個 々の企業 は監査法人か ら定期的に
監査 を受 けなければならない し,・財務報告書の信愚性が監査法 人によって認定
された後にのみ,企 業 は利益配分がで きるようにすべ きである。 こう した監査
制度の確立に際 しては,国 際的 な経験 を考慮 しなければならない。そ こでAB
の中に,内 部監査 と外部監査ので きる特別に養成 され,免 許 を持 った会計 士の
専門職業団体 を設置することを計画 している。いわゆる公認会計士 に相 当する,
監査 免許 を持 った会計士 には大学卒で,特 別 に養成 された後に資格 を付与 され
た専門i家がなるようになる。
ABに とって国際交流 も重要である。国際取引でのルーブルの交換 のための
条件 をつ くるためには,国 際通貨基金(IMF)や国際的銀行 との組織 的な商業
関係 を結 ばね ばな らない。 その前提 となる要件 の1つ は,国 際 会計士 連盟
(IFAC)と国際会計基準委員会(IASC)の会計基準で会計 を実施す るこ とで
ある。ABは,い ずれ これ らの国際団体 に加 盟す ることにな り,・い ま連絡 を
とりつつあるが,ソ 連会計の利益 を守 りなが ら,ソ ビエ ト企業会計 を国際的 な
会計基準に最大限接近 させていかなければならない。
以上がABの 目的,問 題 活動についての報告要 旨である。続いてシエレ メ
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ッ トは,組 織 ビューローが提案 し 『会計』誌(89年6月 号)上 に公表 した定款
草案 に,寄 せ られた さまざまな意見 に回答す る形で定款 と組織 上の諸問題 につ
　
いて,つ ぎの ような報告 をした。
1)ABとB30と の関係 につ いて:ABはB∂0の1つ のセ ク ターであ るの
か,ま たは連合の原則 に従 ってBDOへ加盟す る独 自の組織 であるのか とい う
'ABとB30との関係 は,ABの 特徴 に よって決定 しな ければな らない。会計
士 はエ コノ ミス トで あ り,そ の連合 であるB30に入る。 もしわれわれの団体
が既 に充分 に組織 されてお り,過 去 に活動の蓄積があれば,独 立 した組織 とし
て存在す るこ とも考 え られ るが,そ れが ない し,こ れ までB30組織 の中でA
6の設立 を準備 して きた。 このため今 日では,B30の 中で完全独立採 算制 に
立脚 し,独 自性 を持 った会計 人の社 会的な職業組織 として活動 してい くことに
したい。
2)定 款 の在 り方 について:当 初か ら,定 款の在 り方 として,Bヨ0の 定款
の範囲内でABの 特徴 を示 した小規模 な定款 とす るか,ま たはB30の定款 と
の抵触 な しにABの 活動 をすべて明記 した大規模 な定款 とす るか とい う問題が
あ った。 『会計▲誌上 に公表 した ものは,前 者の定款 の草案で あ った。 この草
案 には1つ の状況が反映 されていた。当団体への寄付金で可能 なか ぎり返還 し
た とはいえ,A6設 立準備期 間中の われわれの施策 はB30の財政 で支 えられ
たか らである。今後,ABが 強化 されて,自 分の足で立つ ようになれば,そ の
ことが定款 に反映 されてい くことになるであ ろう。
3)・社会的活動 と独立採 算制について:ソ 連では現在,既 存 の科学 ・技術協
会連合(C{M)3ElaY・IHblXllm-1>KefiCpHblxo6ureCTB,'略してCHXO)に加 盟 して
いる諸団体の活動 は,大 き く変化 している。 これ まで と異なって,連 合 も諸団
体 も完全独立採算制 に基づ いてそれぞれ活動す るようになって きている。 よっ
て,ABも 自分で稼いで(と くに外貨 を)活 動 しなければな らない。科学者や
実務家による講演会,ゼ ミナールの開催,コ ンサ ル タン ト活動や研修活動 を独
立採算制で行 うこ とになる6そ の中には,監 査法 人の創出 も含 まれる。 また連
邦 と してのA6の 活動 もその傘下 の地方のABの 活動 も,独 立採算制で行 う必
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要がある。われわれの社会的活動 をいっそう意義あるものに して,そ の財政的
基盤 を強めていか なければならない。
4)会 員について:個 人会員,団 体会員 またはスポ ンサーとしての会員とに
する。 スポ ンサーは団体会員 として年度納付金 または1回 限 りの納付金 を支払
う。その額によって,ABか らスポンサ ーに提供す る会計士のサービス内容が
異なる。ABは,参 加 希望者 に広 く開かれた大衆組織で もある し,会 計専 門
家の狭い限 られた組織 で もある。われわれは伝統 を重ん じて大衆組織 としたが,
組織の中に,定 款の範囲内で独 自の活動 がで きる専門家のプロジェク ト・グル
ープをつ くることも可能である。会員は,ABの 援助で 自己の技量 を高め,活
動に参加 し,会 費 を納入す る。
5)組織の在 り方 について:組 織の在 り方 としては,代 表者会議一幹部会一
ビューローという在 り方 と,大 会一理事会一幹部会一 ビューローという在 り方
とが あ りえる。われ われは後者 を提案す る。ABの 基礎 はなによ りも基礎組
織である。今 日,基礎組織 を企業内につ くることは困難である。そこで,企 業
内の基礎組織 を定款か ら除 き,地 域別 に基礎組織 をつ くることにし,ま た会計
士の家や クラブ,エ コノ ミス トの家 を拠点に して基礎組織 をつ くることがで き
るように した。
6)そ の他の ことについて:そ の1.A5の 主催で88年U月にモ スクワで
「完全独立採算制企業の もとでの会計,分 析,.管理の改 善」,89年9月にオデ
ッサで 「経済改革の もとでの経営分析 」のそれぞれの会議が既に実施 されたこ
と。 その2.IFAC,IASCへの加盟 に努力 して いるが,そ の加盟 には入会金
(2万ポ ン ドつ ま り3万8、000ドル)が 必要である。 よって加盟問題 は段階的
に解決 してい く。先方はわれわれの公式文書 を受 け取 ってお り,加 盟のために
視察に くるように とい っているので,財 政問題に決着がつ けば,参 加の件 も解
決がつ くであろう。会計の国際団体 もABの 設立 を歓迎 してお り,共 同の作業
　
をす ることを望んでいる。その3.こ れか らなすべ き活動 を展開 して,90年を
ソビエ ト会計人にとって記念すべ き年に したい。
以上がABの 定款,組 織上の諸問題についての報告要 旨である。
30一 新しいソ連会計士団体の設立とその基調一
シエ レメ ットの基調報告か ら,監 査法人の創出,い わゆる公認会計士 の育成
による新 しい監査制度の確立,ソ 連会計の国際会計基準へ の接近 を初め と して,
ソ連経済のペ レス トロイカの過程で生 じた,ソ 連 会計の新 しい課題が 山積 して
いるのを知 ることがで きる。
2大 会参加者の発言
大会で は17人が,A'Bの 設立 を支持 しつつ も,そ のい っそ うの発展のため
に 自己の見解 を発表 した。い ま個人名 を省略 し,問 題別に整理 してその発言内
12)
容の要点 を示す と,つ ぎの ようである。
問題1.ABが 会計士 を法的に も職業 的にも擁護す ることについての発言:
A氏 「ABの課 題 は会計士の権利 と義務 を保障す ることである」。B氏 「AB
はわれわれ会計士が組織 した団体であ り,そ れはわれわれの職業の権利 を擁護
す るものである」。C氏 「これ まで会計士 は個人的利益 を持 つことはなか った。
ABが 会計士 の職 業 を擁護 した とき,会 計士 自身が この組織 を必 要 と実感す
る」。D氏 「会計士の擁護がABの 活動の中心 となるこ と」。E氏 「会計士の仕
事 を援助 してその職業 を擁護 しろ」。F氏 「会計士 の法的基盤 を定款 に明記 し
ろ」。G氏 「会員の法的地位 を定款で明確 に しろ。定款は暖味であ る」。
問題2.ABが 会計士 と会計の威信 を高めることについての発 言:H氏 「企
業が完全独立採算制 と資金 自己調達制へ移行す る もとでは,会 計責任者の役割
は大 きい。会計責任者は国家 コン トローラーであ り,そ の任命 と解任 はソ連邦
大蔵省 と共和国大蔵 省で行 うべ きである」。 この発言 に対す る1氏 の反論 「そ
れは会計責任者 と労働集団 との対立 になる。省庁の指導者 は管轄下の企業経営
に対 して充分 に責任 を果 していない。改革は指導者 か ら始めなければならない。
経営 と労働集団の中で会計責任者は権威者 となってい くこ とが大事だ。現在,
省庁 には会計 責任者 を援助 す る能力 はない」。 この発言 に対 するJ氏 の反論
「無責任な会計責任者は不用である。会計責任者 は経営 に責任 を持 つ必要があ
り,能 力あ る人はその責任 を恐 れない。会計責任者の権威 を高め,そ の職務 を
認めるの は省庁の上級機関である」。K氏 「会計責任者の任命 と解任 の権限 は,
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ソビエ ト権力の地方機 関 と財務機 関に与 えるべ きである」。B氏 「現 に会計責
任 者 は政府,大 蔵省の決定 に従 って活動 している。その拠 り所 となる決定が良
ければ,誰 も反対 しない し,そ の遂行で会計士 の権威 も高 くなる」。A氏 「A
Bが 協 同組合 の会計 責任者 の職務 を援助す れば,会 計職業 とA6も 尊敬 され
る」。L氏 「確 かに協同組 合の会計士 も重要 だ。会計士の権威は法令で はな く,
その人の資格,問 題意識で決 まる」。
問題3.ABが 会計担当者の資格向上 と養成 を行 うことについての発言lC
氏 「現場 でABが 資格 向上 を直接 で きるこ とは非常 に良い。なぜな らば会計士
の多 くは女性 であ り;彼 女 らは都市へ研修 にでかけるこ とは困難 だか ら!。L
氏 「大学の会計教育へ もっと実務 を取 り入れるべ きであ る」。M氏 「ABは会
計士の資格証明書 を付与す る権限 を持 つべ きであ る」。N氏 「既存 の研修 シス
テム をABへ 移す と良い」。K氏 「会員は 自己の企業の会計 業務 を全面的に援
助 し,そ の労働 集団 の中で経理知識 を普及 しなければな らない」。D氏 「資 格
向上の課題 を定款で強調 しろ」。B氏 「卒業年 度の大学生は1年 に3～4回 の
現地指導 を受 けるが,そ れは不充分で,実 務 の重視 と共 に会計の カリキ ュラム
を検討す る必要がある」。1
問題4.ABが 会計方法 を改善するこ とについての発言1こ の点で はさまざ
まな意 見がでた。G氏 「現行の会計方法論は今 日の要請か ら遅 れてお り,実 務
家 はABか らの新 しい方法論 を期待 している」。M氏 「会計方法 論 はある こと
はあ るが,首 尾 一貫 してお らずペ レス トロイカに貢献 していない。ABで 会計
と独立採 算制の問題 を実践的 に解決 しなけれ ばならない」。1氏 「ABは会計
方法論 を指導 しろ。 と りわけ会計の証懸書類の意義 を高め ること」。C氏 「連
邦のABも 共和国のABも 会計方法論が中心 となるべ きであ る」。N氏 「ABは
国に会計方法論 を勧告するセ ンターになる とい うが,国 家のその機能 を代行す
るこ とで はない」。 この発言 に賛成す るD氏 「ABは会計方法論 のセ ンターに
なる必要 はない。 セ ンターはソ連邦大蔵 省で良い。ABは 会計理 論 を発展 させ,
われわれ は国際舞台 に入って いかなければな らない」。
問題5.会 計の模範文書作成 に参画す ることについての発言:1氏 「現在,
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経 済改革の基礎 となる多 くの法的文書が作成 されている。ABも 会計士 につい
ての法的文書の作成 と決定 に参画 してい くべ きである」。L氏 「国か らの会計
の訓令は会計業務の助 け となるが,こ れ まではその訓令 は多す ぎる。私は1年
に58の指示 を受 けた。将来,公 認会計士がで きればこうした ことは不用 となる。
統一の財務諸表様式,統 一の会計処理 などの主要な訓令のみつ くれば良い。そ
れによって,a)紙 を節約 する,b)会 計要員の再研修問題 を解決する(現 在
では部門ごとに訓令が異 なるので,会 計人が他部門の企業へ移 るたびに再学習
している),c)会 計士 と監査人の仕事 を軽減 し,相 互 に協力 しあ う,d)科
学 者 と実務家 を統 一 させ るこ とになる」。N氏 「Aδは訓令な どの理論的基礎
づけに積極的 に参加すべ し」。B氏 「ABの課題 は公布 される各種 の模範文書
を調整す ることである」。0氏 「その調整の課題 を定款 に規定す ること」。
問題6.A6が 解決すべ きその他の課題についての発言:C氏 「ABは会計
士 と監査人に とっての新 しい経 済思考の学習 か ら始めなければならない」。A
氏 「会計士の職業倫理法典 を作成する必要がある。 この法典 を遵守 してA6の
会員 とな り,そ れに違反 した ら非会員にな り,会 計士の資格がな くなるように
する と良い」。M氏 「10年,15年さらに100年前の技法で会計 を行 っている。新
しい技術 を会計士 に提 供す ることがA6の 課題 である」。O氏 「A5は各地方
に会計士 の要請 に応 え るデ ー タ ・バ ンクをつ くれ」。P氏 「A6は会計の専 門
書,教 科書,参 考書,入 門書 な どの出版活動 を行 うこと」。H氏 「連邦 と共和
国の大蔵省の もとに会計監査制度 を確立 し,独 立採算制の監査法人を設立 させ
ること。その際,監 査 人の報酬 を考 えること」。D氏 「監査(aymtTopcTBo)
とい う名称のみが独 り歩 きしてお り,そ の内実 を決定 しなければな らない」。
問題7.ABとB90と の関係 についての発言:A氏 「A6が自主性 を持 つよ
うになれば,わ れわれはエ コノ ミス トといわれるよ りは会計士 といわれ る方が
良い とい うこ とになる」。G氏 「ABはB30の1つ のセ クター としてでな く,
それ との連合 としてあるべ きであ る」。P氏 「B30の中か らA6は 生れたが,
いずれ独立 してい くことになろ う」。
問題8.ABの 会員についての発言:A氏 「A6は会計士の職業上の連合 と
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して 出発 しなけれ ばな らない」。B氏 「会員は会計 に携 わ って いる専 門家 とす
べ きで,学 生や生徒 を含めるべ きでない」。P氏 「会計要 員の育成 のために も,
将来,会 計士 を志望 している学 生 も会員 とすべ きであ る」。K氏 「同感である。
会計教育 を高めれ ば学生 も会計 の理論,実 務 を会得す る」。 」氏 「ABは,高
度の資格 を持 つ科学 者 と実務 を統 合 した専門家の組織であ ること」。E氏 「職
業的,社 会的組織であるべ きである」。
問題9.ABの 組織 につ いての発言:C氏 「各共和 国のABに は地方,州,
地区,都 市 の組織が入 り,大 都市の組織 には工業,建 設,商 業な どの会計士の
部門の組織 をつ くる と良い。定款には地方組織の活動 を明記 し,州,地 区,都
市の組織 が活動の基礎 となる必要 がある」。A氏 「個 々の企業でつ くる会計士
の組織が活動 の基礎 であ る」。1氏 「各共和 国にABを 設立す ることを強制 し
て はならない。各組織 のA6へ の加盟 は民主主義 的に契約で行 うべ きである」。
N氏 「ASの主要な環 は基礎組織 であ り,そ の地域的連合である。3年 に1回
の代表者会議 の開催 は厳守す ること」6E氏 「各共和 国の組織 が強化す ればそ
れだ けソ連邦の組織 も強化す る。各共和国の組織 は問題解決で最大限 自主性 を
持 ち,連 邦組織 と連 絡 を密 にす るこ と」。F氏 「ABの機構 は,大 会一 理事 会
一 ビューローにす ると良い。ABの 理事 会には連合 したすべ ての団体の理事が
入 るべ きであ る」。Q氏 「各共和国の理事長が 中央の理事会の メ ンバ ー となる
と良い」。
問題10.理事会の構成員につ いての発言:こ の点で は科学者 こそが理事 にな
るべ きとの意見が多か ったが,つ ぎの発言 もあ った。B氏 「科学者 に対 する期
待 も大きいが,理 事 会の構成は科学者 と実務家 を50:50にすること。 また代表
者会議 にも実務家が 多 く出席す るようにすること」。
問題11.ABの財政 についての発言:G氏 「ABの資金の収支 を明確 にすべ
し」。M氏 「資金 を稼 ぐためのABの 権 限 は何 か」。P氏 「会費だ けで はABの
課題 は達成で きない。 コンサル タン ト活動や出版活動 で資 金 を獲得 しなければ
な らない」。N氏 「当初 はB∂0か ら援助 されて も,ABは 完 全独立採算制 に移
行 しなければならない」。A氏 「資 金は会計士 の法 的擁護,支 援の ため に主 と
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して使 われる必要がある」。E氏 「連邦組織 には資金の10%を上納すれば良い」。
F氏 「活動すれば所得が入 る。 その際 この活動 に対する会計士の報酬 を考 える
必要があるj。Q氏 「基礎組織 か ら地方組織への資金の上納率 を決定 すること」・
問題12.刊行物 などの出版活動 につ いての発言:こ の点 では,a)現 在,ソ
連邦 大蔵 省の雑誌であ る 『会計 』誌 をABの もの にす ること,b)『 会計』誌
をABと 大蔵省 と共同で刊行す ること,c)ABの 独 自の刊行物 を持 つことな
どの意見がでた。
以上が大会参加者の発言要 旨である。 これ らの発言 か ら,会 計責任者の任命
勧 め ぐる論掌,ABは 大衆組織かまた1ま専門家の職業繊 かの論議などの興
味 あ る問題の外に,A6が 解決 しなければな らない実 に多 くの問題があること
を知 ることがで きる。
3定 款 からみ たABの 特徴
提 案 さ れ 草 案 を 審 議 し た 後,大 会 はABの 定 款 を 正 式 に 承 認 した 。 こ の 定 款
は,1.総 則(1.1～1.4項),2.課 題,基 本 方 針,活 動 形 態(2.1--2.13項),
3.会 員,そ の 権 利 と 義 務(3.1--3.8項),4.組 織 と そ の 指 導 機 関(4.1～
4.6項),5.地 方 組 織 と そ の 指 導 機 関(5.1～5.6項),6.基 礎 組 織(6.1～
6.2項),7.資 金 と 財 政(7.1・-7.4項),8.法 的 地 位(8.1～8.5項)か ら な
っ て い る 。 し か も各 項 の 条 文 は 長 い 。 よ っ て,そ れ は89年6月 号 の 『会 計 』 誌
に公表 された轟 と比較 して,か な りボVユ ームのある もの となっている.そ
こで ここで は,そ の全文の紹介 を控 え,定 款 に規定 されている内容 か らABの
　
主要な特徴のみ をつ ぎにみてみ よう。
まず総則で は,A6を 会計士,エ コノ ミス ト,監 査人,会 計の科学者 と教師,
会計専攻の学生な どか らなる大衆的,自 発的,社 会的,部 門間の創造的,職 業
的組織 と規定 し(Ll項),そ の活動 はソ連邦の憲法 と法規,ソ 連邦 共産党決定,
政府 決定,B30文 書お よび本定款 に則 して行い(1.2項),その活動 目的 は経
済 をペ レス トロイカ し生産へ科学 ・技術進歩の成果 を導入す ること,経 済 メカ
ニズ ムを改善 し商品 ・貨幣関係 に立脚 した ソビエ ト社会での会計の機能 を引 き
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上 げること,社 会 ・経済の発展,非 経済性 の排除,社 会主義財 産の保全 での会
員の職業 を保障す るこ とである とし(1.3項),ABは民主主義,自 主管理,集
団主義,公 開制,個 人の イニシアテ ィブ,職 業倫理,本 定款 に従 って活動す る
と明記 している(1.4項)。
つ ぎに定款は,A6の 課題 基本方針 として,経 済の内包 的発展 に対応 した
会員の新経 済思考の確立;経 済 と企業での抜本的な経 済 ・経営改革へ の参画;
先進的な会計経験,計 算機の実践へ の導入;労 働集団や社会組織へ の会計職業
人 と しての援助;会 計,管 理,分 析 を通 しての企業活動 の改善;民 主主義 と公
開制に基づ く会計,管 理,分 析の不 断の改良;会 計 の模範文書の作成 とその実
務への適用 に対す る参画 と援助;文 部省 と共同での会計教育計画の策定;会 計
の専 門書,教 科書の出版;研 修網 を通 しての会計士,監 査 人の資格 の向上;コ
ンサル タン ト活動 と出版活動の実施;名 誉称号の授与;外 国の会計団体 との交
流 などを列挙 し(2.1--2112項),これ らの活動のためのゼ ミナール,シ ンポジ
ウム,コ ンサ ルタン トのセ ンターや クラブ,プ ロジェク ト・チーム,監 査法 人
な どの開催,組 織化,設 立 は独立採 算制 を原則 とす る と規定 してい る(2.13
項)。
つ いで定款 は,会 員を個 人会 員 と団体会員 とに分け,会 計 士,エ コノ ミス ト,
監査人,会 計の科学者,教 師,学 生な どや定款 を承認 し会費 を支払 うその他 の
ソ連市民 が個人会員に,企 業,合 同,省 庁,計 画機 関,研 究所,中 ・高等専門
学校,協 同組 合な どが団体会員 になるこ とがで きる と し(3.1項,3.5項),そ
れぞれの会員の権利 と義務 を列 挙 している。個人会員の権利 は,各 機 関で の選
挙権 と被 選挙権,A6の 活動への参加,審 議事項へ の意見表 明,活 動への批判,
職業擁護の申請,コ ンサ ル タン ト活動や監査法人活動への協 力,会 計改善策の
提案 な どであ り,個 人会員の義務 は,会 費の納入,A6の 諸行事へ の積極 的参
画,委 託事項 の遂行,会 計職業の素質の向上 を挙 げ る(3.2--3.3項)。そ して
個人会員は後 にみ る基礎組織で入会が認 め られ,会 員証 を受 け取 って活動す る
こ とにな り(3.4項),他方,企 業,合 同などの所在地 にあ る地 区のABの 幹部
会で入会が認 め られる団体会員の権利 は,ABか らコ ンサ ル タン トを受 けた り,
36-一 一－Wtしいソ連会計士団体の設立とその基調－
ABの 諸行事 ・施策へ代表 者 を参加 させた り,A6の スポ ンサー となって活動
に加わ ることなどであ り(3.6項),その義務 は,会 費を納 入 し,ABの 活動の
ための条件 を整備 し,経 営 活動の調査 を基礎組織 に依頼する ことな どとしてい
る(3.7項)。
さらに定款 は,A6を ソ連邦の組織 と地方の組織 とに分け,ま ず前者 を規定
している。それ による と,A6CCCPは共和 国,州,地 区,都 市 の会計士組織
を連合 した ものであ り,そ の基本的 な環 は会員の活動現場である基礎組織で あ
り,そ の最高機関 は3年 に1回 開催 される代表者会議であ る。臨時代表者会議
は,最 近開催 された代表者会議 に出席 した会 員の3分 の1以 上の要請や と くに
必要 とす る場合 に開催 される(4.1項)。当面の課題,基 本方針の決定,定 款の
改定,承 認な どの外 に,代 表者会議は理事 と監査委員 を選 出する(4.2項)。理
事 会には共和 国のすべての組織の代表者が入 る(4.3項)。当面の課 題の実現 を
図 り,1年 に2回 以上開かれる理事会総会は,人 民代議員の立候補 者の選抜 な
どの外 に(4.4項),四半期 に1回 開催 され,総 会 と総会 との間,活 動 を指導 す
る幹部会 員 を選出す る(4.5項)。監査委員会はその代表者 を選 び,ABの 財政
を監査する(4.6項)。他方,地 方のABは,本 定款 と共和国の定款 に基づ いて
都市,地 区,州 につ くられ,そ の最高機 関は,3年 に1回 開催 され る会計士 の
地方代表 者会議であ り,こ の会議にはすべての基礎組織 の総会で選出 された代
表者が参加す る(5.1項)。地方代表者会議 は,当 面の課題,基 本方針の決定,
ソ連邦 の代表者会議へ参加す る代議員の選出の外 に,ABの 地方 の理事 と監査
委 員 を選出す る(5.2項)。当面 の課題 を実現す るため ざ まざまなこ とを決 し
(理事の過 半数で採決),1年 に2回 以上開かれる地方理事 会総会 は,活 動 を
指導 し,四 半期 に1回 以上開催 される地方幹部会の会員を選出す る(5.5項)。
地方監査委員会はその代表者 を選 び,地 方のABの 財政 を監査 し,委 員は審議
権 を持 って地方理事会総会の議事 に参加す る(5.6項)。
また定款 によると,企 業な どで仕事 に従事 している5人 以上の会員は,基 礎
組織 をつ くることがで き,そ の認可は地方理事会総会 としている。基礎組織の
最高機関 は,過 数達で事 を決 し,最 低1年 に1回 開催 される会員の全体会議で
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幹部会(四半期に1回)
監査委員会
連邦代表者会議
(3年に1回)
理事会総会(1年に2回)
地方幹部会(四半期に1回)
監査委員会
地方代表者会議
(3年に1回)
]
地方理事会総会(1年に2回)
全基礎組織総会
監査委員会 、
基礎組織の全体会議
(1年に1回)
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ー ー 一 一
基 礎 組 織
(会員5人以上)
(出所)定 款に基づいて筆者作成。
あ り,そ こで基礎組織の活動 を決定 した り,監 査委 員な どを選出す る(6.1項)。
基礎組織 は,現 場 で課題 を解決 し,方 針 を遂 行 し,会 費 を徴収す る(6.2項)。
図1を 参照。
そ して定款 は,ABの 活動資金 は,個 人会 員の会 費,団 体会 員の会費,ス
ポ ンサーか らの資 金,講 習会,講 演会お よびコ ンサ ルタン ト活動 か らの所得 な
どで賄 うとし,個 人会費 は年1ル ーブル20コペ イカ(た だ し,学 生,年 金生活
着,育 児 のため一時仕事 を離 れてい る女性 は年30コペ イカ)に 定 め,団 体会費
は契約 で決定 す る と してい る(7,1～7.2項)。これ らの収 入でA6の 活動 を遂
行 し,そ の収支は監査委員会で監査 され,報 告 される(7.3～7.4項)。
最後 に定款 は,ABの ソ連邦 と地方の組織 を法 人組織 と して登録 し,そ れは
契約 を締結 し,銀 行 口座 を開設 し,独 立採 算制の原則で活動す ることを規定 し
てい る。 また,基 礎組織 も地方のA6の 決定で法 人組織 にな りえる(8.1項)。
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さらに,AB内 に,独 立採 算 制の 独 自の会社 や組織 の設置,A6のB30へ の 登
録,モ ス ク ワにA6CCCPの 理事 会 を置 くこ とな どを定 めて い る(8・2--8・5項)・
以上 が承 認 され たABの 定款 の主要 な内容 で あ る。
4大 会決議文にみるABの緊急課題
大会は第1回 ソ連邦会計士団体代表者会議 のかな り長い決議文 を採択 して閉
会 した。その内容 は,既 に紹 介 した ところの大会で討議 され定款に規定 された,
ペ レス トロイカの もとでのA6の 設 立の意義,団 体の性格,課 題,方 針 などを
簡潔 に示 した もの とな っているが,決 議文の終わ りの ところで,つ ぎの ような
　
具体的な緊急課題 を提示 している。
第1は,ソ 連邦大蔵省,統 計 と財政の出版局 と協議 して,既 にあ る 『会計』
誌 を,今 後,ABと 共同刊行す ること。第2は,ソ 連邦国家統計局(87年よ り
ソ連邦国家統計委員会 と改称)が これ まで行 っていた会計要 員の養成 ・研修網
を,今 後,ABの 資金で継続 してい くこと・第3は,ソ 連邦政府 に会計士の職
業 を擁護するよ うに請願する ことであ る。決議文 では,こ れ らの課題 を解決す
るために,理 事会は省庁,出 版局,政 府 と話 し合 うこ とを声明 している。
これ まで にみて きた ソ連邦 会計士団体 設立大会の内容 か ら,わ れわれは 目下
のペ レス トロイカ路線 において ソ連会計学 界が大 きく変わろ うと している こと
を知 ることがで きる。 それは従前 のソ連型社会主義会計か ら新 しい会計へ の大
転換であ る。周知の ように,ソ 連では,20年代末か ら30年代 にか けて,農 業の
集団化 と経 済の工業化 を背景に,国 民経済全体 と個 々の企業 を一一・括 して計 画 し
管理す る強度の 中央集権 的計画経 済体制が形成 され,同 時 に,形 式 的 な独立採
算制 を採用 させ て上 か ら行政指導 した企業へ,統 一国民経 済計算の一環 として
の会計制度 を導入 した。 こう して30年代末 に一応 の確立 をみた ものが,ソ 連理
社会主義会計であ った。 この ソ連会計 は,60年代中葉か らの経済改革で手直 し
されて きたが,目 下のペ レス トロイカの もとで抜本的に改革 されつつ ある。そ
して,こ の改革の指 向は,所 有形態 を多様化 させて国有企業,協 同組 合,合 弁
企業,外 資企業 さらに賃貸借企業,株 式会社 などの会計制度を形成す ること,
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これ らの会計法規 を,ソ 連邦中央の会計指導権の共和国,州,地 方 さらに企業
への委譲 と共 に,党 と政府の分離 と真の三権分立に基づ く一連 の経済法(所 有
法,土 地法,企 業法,税 法,賃 貸借法 など)の 公布の中で制定 し,並 行 して
CPA制度 を新設 し,監 査法人 を設立 してい くことなどである。 また,ま だ不
透明であ るが,新 しい会計の像 と して,従 前の統一国民経済計算(マ クロ会
計)に 代 わって企業会計(ミ クロ会計)を 根底に据 え,調 整 された市場経 済で
競争に耐えることので きる企業の経営活動 を反映する会計 を目指 している。こ
の新 しい会計の創出には,西 側 の会計経験,国 際会計基準 を参考 に し,当 面の
ハの
諸問題 を解決 してい く会計 人の イニ シアテ ィブが極めて重要 となる。 ここに
ABCCCPが設立 されることになったのであ る。
確かに,こ れ までは,ま ずマ クロ経済である国民経済の社会主義的改造やそ
の改革が先行 し,つ いで 「ミクロ経済であ る企業経営の会計 と管理の諸問題が解
決されてきた。既決 された国民経済制度の枠の中で,企業会計制度がつ くられ
てい った。この場合,会 計 は強度の中央集権的計画経済体制 を支える1つ の単
なる用具 とされ,会 計は文字通 り願使 されて きた。 これか らは,ソ ビエ ト会計
東京のホテルでのシエレメッ ト氏と筆者
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士は,社 会科学としての会計学を追求しつつ,自 らのイニシアティブを発揮 し
て新 しい会計の理論 ・制度`実 務 を創出 していかなければならない6そ の際,
従前のソ連型社会主義会計から脱皮 した,新 しい会計が社会主義会計として再
生 されるかどうかは,生 産,企 業,社 会の主人公である働 き手が会計と管理の
真の担い手となるかどうかが1つ の鍵であると考えられる。,だが それとても,
政治情勢と密接 に関連 した揺れ動 くソ連経済のペ レス トロイカのゆ くえと共に,
ソ連会計学界でこれから大 きな役割を果たす ことになるABCCCPの今後の活
動 と絡んでいるのである。このためにもゲこの団体の動向を注意深 く見守って
いくことが必要であろう。"
注'・`
1)森 章 ペ レ ス トロ イ カ の も とで の 新 しい ソ連 会 計 士 団 体 の 誕 生 『経 理 知 識 」 第69
一弓i,1990年。
2)lla双eeMcHHaaccomla田M}'G・}elIoI)TaM{cy鴨pe川1Te刀bHonKoHφepeH田目`
Accoiutalliiti6yxra.ηTepoBCCCP),《Byxra珊TepcK}1曲yucT》,1990,No.3,c.8
-9 .・;
3)Acc'o!uiamm6yxra.月TepoBCCcPco3/lalla.元《6yxra,nTepch'mVly・leT》,1990,
No.2,c.3.
4)yqPe川fTe刀bllanKollφepeHUII臼AccoqiiaEum6yxra.nTepoBCCCp,
《Byxr乱ηTepcKH口yqeT》,1990,No.3,c.3.
5)A.丑.1.UepeMeT,03aAagaxPtycTaBeAccoulla田m6yxra,flTepoBCCCR
《6yxra,nTepcKMilyueT》,1990,No.3,c.3～4.
6)会 計 と管 理 の 意 義 の 過 少 評 価 か ら,ソ 連 で は1年 に 推 定40億 ル ー ブ ル の 冗 費 と略
奪 が み ら れ,そ の 内,1億5,000万 ル ー ブ ル は そ の 責 任 が 不 明 で あ り,責 任 者 が 確
定 で き る も の は約50万 ル ー ブ ル に 過 ぎ な い 。 そ れ 以 外 に,現 在,協 同 組 合 の 活 動 は
管 轄 外 に 置 か れ て お り,外 貨 取 引 に 対 す る 国 の 統 制 機 関 も ま だ 未 整 備 の 状 況 に あ る
と い う(A.A.llＬepeMeT,TaM}Ke,c.4.)0
7)A.A.田epeMeT,TaM>Ke,c.4.
8)ソ 連 に は,広 く会 計 に 携 わ っ て い る 会 計 担 当 者 は200万人 と い わ れ て い る が.会
計 の 専 門 家 は ま だ100万人 で あ る 。 ま た,経 済 系 の 大 学 の 約40%の 学 生 は 会 計 学 の
教 育 を 受 け る が,現 在,博 士 候 補 は 約1,300人,博 士 は 約100人 で あ る と い う(A.
!l.IIJe'peftfeT,TaM}Ke,c.4,)。な お,ソ 連 で は,グ ラ ス ノ スチ の 進 展 と共 に,興 味
あ る デ ー タ が 徐 々 に 公 表 さ れ て き て い る が,最 近,'ソ 連 邦 国 家 統 計 委 員 会 は,
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表1
会 計 責 任 者
1985年 1988年
高等教育を
受けたもの
中等専門教
育 を受けた
もの
実務 を習っ
たもの
高等教育 を
受けた もの
中等専門教
育 を受けた
もの
実務を習っ
たもの
国 民 経 済 全 体 … … …… ・
内 訳
工 業 ・・… … … … ・… … ・
ソフ ボー ズ・… ・… ・… ・
運 輸 の 企 業,組 織 ・… ・
建設 の組 織 ・・… ・… … ・
商 業,公 共 食 堂,資
材 ・技 術 補 給,販 売,
調 達 の 企 業 と組 織 …・
住 宅 ・公 益 経 営 と 住
'民の 生 活 サ ー ビ スの
企 業 と組 織 … … ・'…・・
23.3
26.9
41.5
23.0
21.5
21.0
16.0
58.2
53.8
48.3
58,0
56.7
62.0
62.0
18.5
19.3
10.2
19.0
21.8
17.0
22.0
28.5
32.8
41.6
29.7
25.0
27.7
20.8
58.2
54.3
49.7
58.6
59.5
62.0
59.9
13.3
12.9
8.7
11.7
15.5
hO.3
19.3
表2
国民 経 済全 体 … ・… ∴…
内 訳
L業 ・… … ・… … … …'・
ソフ ホ ー ズ・… ・.__
運 輸 の 企 業,組 織 … ・
建 設 の 組織 ・'…… 一
商 業,公 共 食 堂,資
材 ・技 術 補 給,販 売,
調 達 の 企 業 と組織 …
住 宅 ・公 益 経 営 と住
民 の 生活 サ ー ビ スの
企 業 と組 織 … ・・… …'
高等教育を
受けたもの
8.3
7.2
9.6
7.0
7.2
7.0
6.0
簿 記 係(会 計担 当者)
ig85年
中等 専門故 実務 を習 っ
育 を受 けた た もの
もの
58.832.99.5
52.8
69.0
53.0
53.7
66.0
55.0
1988年
高等教育を
受けたもの
中等専門教
育を受けた
もの
実務を習っ
た もの
40,0
21.4
40.0
39.1
27.0
39,0
8.5
11.1
8.2
8.1
10.1
8.6
58.3
56.2
63.5
55.2
57.5
65.5
52.0
32.2
35.3
25.4
36.6
34.4
24.4
39.4
出 所)llo!laHHNMrocK・:!cTaTaCCCP .《Byxra,"TepcK'liiygeT》.1989,N。.8,
c.1α
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表3
←国 民 経 済 全 体 ・・… … … ・・… … ・… … ・… … … … ・・… … ・…
内 訳
工 業 一 … ・… … … ・… ・… … ・… … … ・・… … … … ・… ・…
ソ フ ホ ー ズ ・… … … ・… … … … … ・・… … … ….___.
運 輸 の 企 業"組 織 … ・… … … … ・・… ・・… ・・… … … ・・…
建 設 の 組 織 ・… … … … … … ・… … ・・… ・・… ・… ・… … ・…
商 業,公 共 食 堂,資 材 ・技 術 補 給,販 売,調 達 の
企 業 と 組 織 ・… … … … ・… … … … … ・… ・… … ・… … … ・
住 宅 ・公 益 経 営 と 住 民 の 生 活 サ ー ビ ス の 企 業 と 組
織 ・… … … … … … ・… … … … … … … … … … … … … ・・'・
会計責任者 と会計担 当 者の人数
(1988年11月15H現在)
524.742
84,855
32.255
20,259
64,156
90.554
16.878
1、538,619
423.918
166.502
72.035
133.029
309.207
45.704
(出 所)lloJla'HHbik{1'ocKoNfcTaTaCCCP.《6yxranTepcKit前ygeT》,
1989.No.10,e.8.
原 文 で は 単 位 は 千 と な っ て い る が,明 ら か に 誤 り と 思 わ れ る の で 訂 正 した 。
会 計 責 任 者 と簿 記 係 の 学 歴 別 構 成 比 率{表1,表2)と そ れ ら の 人 数(表3)を 発
表 して い る 。 参 考 ま で に こ こ に 示 して お き た い 。
9)A..1ll,.LlＬepeMeτTaMme,c.4～6.
10)A.A.田epeMeTTaM}Ke,c.6～8.
11)A6CCCPの 代 表 者 シ エ レ メ ッ トは,90年10A中 旬,東 京 に こ ら れ,10月15口 に
は 筆 者 と 共 に 日 本 公 認 会 計 士 協 会 を訪 れ,同 協 会 長(山 上 一 夫 氏)を 初 め とす る 役
員 と既 に 会 見 して い る 。 写 真 を 参 照 。
12)11a/leeMc臼Haaccolユ"al1↓ro(perlopTa>Kcyぐ{pe川ITe.ηbIlて)nI{oHΦepeIl"川I
AccouiiaE{tm6yxranTepoBCCCP),TaM>Ke,c.8・一一14.)
13)こ の 論 争 で 発 言 して い るH氏 は ソ連 邦 大 蔵 省 の 役 人.1氏 は モ ス ク ワ の 会 計 士,
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